
№ 質問内容 該当資料 回答

1
【申請団体について】
　株式とNPOの合同での応募は可能でしょうか

募集要項
６ページ

Ⅳ-１-（１）

募集要項６ページのⅣ-１-（１）に記載のとおり、申請できるものは法人と
なっています。法人とは、民法第３３条第１項（法人は、この法律その他の
法律の規定によらなければ、成立しない）の規定によります。
そのため、株式会社とＮＰＯ法人で法人を設立した場合は申請ができます
が、複数の団体が共同して構成するもの（以下「共同企業体」という。）は
法人でないため申請できません。

今回の募集要項では、共同企業体の申請について記載及び申請書を掲載して
いましたが、前述のとおり、法人でなければ申請ができないため、募集要項
を訂正し、以下の項目のうち、共同企業体に係る記載を削除させていただき
ます。
ご迷惑をお掛けし、申し訳ございませんでした。
＜該当項目＞
７ページのⅣ-３・４・６、１４ページのⅦ-１、２０ページのⅦ-１１、２
１ページのⅦ-１１-※１１、２１ページのⅦ-１３、２９ページのⅨ-２-
（２）
＜該当書類＞
資料１_相模原市立津久井障害者地域活動支援センターの指定管理者の選考
に係る評価票
指定管理者指定申請書（第２号様式）

2
【選考委員会における提案説明について】
　個別プレゼンの時間はどれくらい頂けるでしょうか

募集要項
１０ページ

Ⅴ-７
１団体あたり１５分程度を予定しています。

3
【施設の今後の在り方について】
　指定管理後、指定管理業者が民間への移行ありきの条件で大丈夫で
しょうか

募集要項
４ページ
Ⅲ-１

今回の公募においては、次期指定管理者が民間へ移行することは確定してい
ません。なお、施設の今後の在り方については、民間移行の可能性も踏ま
え、次期指定期間中に検討していきます。
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